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平
成
二
十
年
度
は
「
百
年
に
一
度
」
と

も
言
わ
れ
る
経
済
危
機
が
表
面
化
し
、
地

方
自
治
体
の
財
政
運
営
も
大
き
な
影
響
を

受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

本
市
の
場
合
は
、
法
人
市
民
税
へ
の
依

存
度
が
低
い
た
め
、
平
成
二
十
年
度
決
算

で
の
影
響
は
、
他
都
市
に
比
べ
て
軽
微
な

も
の
と
な
り
ま
し
た
が
、
平
成
二
十
一
年

度
以
降
は
、
本
市
の
基
幹
税
で
あ
る
個
人

市
民
税
へ
の
影
響
が
出
て
く
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
十
九
年
度
か
ら
、
国
の
進

め
る
「
三
位
一
体
の
改
革
」
に
よ
り
、
本

市
の
歳
入
構
造
は
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
を
受
け
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
平
成
二
十
年

度
の
実
質
的
な
黒
字
額
は
二
億
千
百
九
十

二
万
八
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、「
黒
字
」
と
言
い
ま
し
て
も
、

市
の
預
貯
金
に
あ
た
る
基
金
を
約
四
十
七

億
円
取
り
崩
し
て
お
り
、
実
際
に
は
財
源

不
足
の
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

黒
字
額
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
財
政
運

営
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
使
用
し
ま
す
。
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41,235,180 １年間の収入の総額�����

40,667,631 １年間の支出の総額�����

567,549 収入から支出を
　　　　　引いた額

�����
��������

355,621 平成21年度継続事業
　　　に充てるお金�����

211,928 実質的な黒字額
　　　　　（③－④）�����
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二
十
年
度
の

一
般
会
計
歳
入

決
算
額
は
四
百

十
二
億
三
千
五

百
十
八
万
円
で

前
年
度
に
比
べ

十
億
千
九
百
九

十
万
五
千
円

（
２
・
５
％
）の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
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市
民
税
は
、歳
入
全
体
の
約
半
分（　

・
53

１
％
）を
占
め
ま
す
。個
人
市
民
税
は
、景

気
後
退
に
よ
り
法
人
市
民
税
は
減
少
し
ま

し
た
が
、市
民
税
が
、個
人
所
得
が
伸
び
た

こ
と
に
よ
り
、増
加
し
ま
し
た
。固
定
資
産

税
・
都
市
計
画
税
も
や
や
増
加
し
、市
税
全

体
で
は
五
億
六
千
九
百
二
十
七
万
二
千
円

�
�
�
�

（
２
・
７
％
）増
の
二
百
十
九
億
三
百
五
十

一
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
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株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
や
配
当
割

交
付
金
の
減
少
等
に
よ
り
、一
億
九
千
三

百
四
十
六
万
六
千
円（
△　

・
７
％
）減
の

10

十
六
億
千
四
百
九
十
六
万
三
千
円
と
な
り

ま
し
た
。
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普
通
交
付
税
の
減
少
に
よ
り
二
億
四
千

八
十
二
万
二
千
円（
△　

・
２
％
）減
の
二

10

十
一
億
千
五
百
三
十
九
万
六
千
円
と
な
り

ま
し
た
。
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国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負

担
金
等
で
す
。山
手
幹
線
事
業
に
充
て
る

地
方
道
路
整
備
臨
時
交
付
金
の
減
少
等
に

よ
り
、七
億
七
千
七
百
六
十
二
万
三
千
円

（
△　

・
８
％
）減
の
三
十
五
億
九
千
四
百

17

七
万
四
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
�
�
�

　

借
入
金
で
す
。前
年
度
と
比
べ
十
億
九

千
百
二
十
二
万
八
千
円（
△　

・
１
％
）減

42

の
十
四
億
九
千
八
百
十
八
万
五
千
円
と
な

り
ま
し
た
。
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前
記
以
外
の
収
入
で
、寄
付
金
や
手
数

料
収
入
等
で
す
。基
金
の
取
り
崩
し
が
増

加
し
た
こ
と
等
に

よ
り
、前
年
度
と

比
べ
二
十
七
億
五

千
三
百
七
十
七
万

二
千
円（　

・
５
35

％
）増
の
、百
五
億

九
百
五
万
二
千
円

と
な
り
ま
し
た
。

���

��������

　

二
十
年
度
の
一
般
会
計
歳
出
決
算
額
は

四
百
六
億
六
千
七
百
六
十
三
万
一
千
円
で

前
年
度
に
比
べ
十
億
七
千
九
百
三
十
四
万

三
千
円（
２
・
７
％
）の
増
加
と
な
っ
て
い

ま
す
。
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市
役
所
全
体
の
事
務
費
や
税
金
の
徴
収
、

戸
籍
お
よ
び
住
民
票
・
選
挙
等
に
要
す
る

経
費
で
す
。基
金（
市
の
預
貯
金
）へ
の
積

立
金
の
減
少
等
に
よ
り
、九
億
七
千
五
百

六
十
五
万
一
千
円（
△　

・
5
％
）減
の
三

21

十
五
億
六
千
八
百
六
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
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　市の借金にあたる一般会計の市債残高については、震災関連事業
の実施に伴い急増し、ピーク時の平成13年度末には1,119億円に達
しましたが、震災関連事業が一段落したことにより、平成14年度以
降減少に転じ、平成20年度末残高は前年度と比較して約75億円減少
し、794億円となりました。
　なお、794億円のうち震災関連の借入れは459億円（57.8%）となっ
ています。今後とも、新たな市債の発行は必要最小限にとどめる等
により、市債残高の一層の縮減を図っていきます。
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　健全化判断比率では基準を超える比率はありませんでしたが、
実質公債費比率や将来負担比率については、決して良好とは言え
る数値ではありません。
　公債費（借入金の返済）が平成22年度をピークに減少し、これらの
指標も改善される見込みですが、経済情勢等を考えると、予断を
許すものではありません。資金不足比率につきましては、資金不
足を生じている公営企業会計はありませんでした。
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　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
※標準財政規模：地方公共団体において標準的
に収入される一般財源の規模 
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　全会計を対象とした実質赤字（または資金の
不足額）の標準財政規模に対する比率

�������	�

�一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率
��������

�一般会計等が将来負担すべき負債の標準財政規模に対する比率
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福
祉
等
に
要
す
る
経
費
で
す
。

九
千
六
百
三
十
万
四
千
円（
１
・
３

％
）増
の
七
十
七
億
六
千
七
百
八

万
六
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
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保
健
や
ご
み
処
理
等
に
要
す
る

経
費
で
す
。芦
屋
病
院
関
連
経
費

の
増
額
等
に
よ
り
、一
億
六
千
百

三
十
七
万
一
千
円（
４
・
４
％
）増

の
三
十
八
億
四
千
九
百
九
十
五
万

三
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
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道
路
や
、都
市
計
画
・
公
営
住
宅

等
に
要
す
る
経
費
で
す
。街
路
事

業
の
工
事
規
模
が
ピ
ー
ク
を
超
え

て
縮
小
し
て
い
る
こ
と
や
、南
芦

屋
浜
の
公
園
用
地
取
得
費
が
減
少

し
た
こ
と
等
に
よ
り
、十
一
億
九

千
六
百
十
一
万
三
千
円（
△　

・
７
17

％
）減
の
五
十
五
億
五
千
百
五
十

九
万
八
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
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消
防
・
救
急
や
災
害
対
策
に
要

す
る
経
費
で
す
。新
消
防
庁
舎
の

建
設
費
の
支
出
等
に
よ
り
、十
億

六
百
四
十
一
万
七
千
円（　

・
3
90

％
）増
の
二
十
一
億
二
千
四
十
九

万
九
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
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学
校
や
幼
稚
園
・
そ
の
他
社
会
教
育
に

要
す
る
経
費
で
す
。

　

十
九
年
度
に
は
精
道
小
学
校
整
備
事
業

等
の
大
型
工
事
が
あ
り
ま
し
た
が
、事
業

の
完
了
に
よ
り
、二
十
年
度
は
施
設
整
備

事
業
が
大
幅
に
減
少
し
た
た
め
、教
育
費

全
体
で
は
七
億
五
千
四
十
五
万
四
千
円

（
△　

・
１
％
）減
の
三
十
九
億
八
百
九
十

16

八
万
八
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
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市
債（
借
入
金
）の
元
金
や
、
利
子
の
支
払
い
に
要
す
る

経
費
で
す
。
五
億
五
千
九
百
四
十
七
万
九
千
円（
５
・
４

％
）増
の
百
八
億
五
千
八
十
四
万
二
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

震
災
時
に
発
行
し
た
多
額
の
市
債
の
償
還
期
日
が
到
来

し
て
い
る
た
め
、年
間
の
公
債
費
の
支
払
い
が
多
く
な
っ

て
い
ま
す
が
、平
成
二
十
二
年
度
に
ピ
ー
ク
が
訪
れ
た
後

は
、減
少
に
転
ず
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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前
記
以
外
の
経
費
で
、議
会
費
や
商
工
費
等
が
含
ま
れ

ま
す
。公
共
施
設
用
地
を
特
別
会
計
か
ら
買
い
戻
し
た
こ

と
等
に
よ
り
、二
十
一
億
七
千
七
百
九
十
九
万
円（　

・
6
249

％
）増
の
三
十
億
五
千
六
十
万
五
千
円
と
な
り
ま
し
た
。


